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第１章 地域経済動向の調査概要（飲食業・サービス業） 

（１）調査目的 

 小規模事業者から無作為に抽出した事業者から、アンケート調査等で得られた個々の企業の売

上動向、仕入動向、資金繰り動向・採算動向等の調査結果と、4 半期に 1 回実施する景況調査、

日本政策金融公庫の各種実態調査、その他統計資料情報等から得られる地域の経済動向資料を調

査・分析し、個々の企業の経営状況に応じた情報提供体制を整備する。 

 

（２）調査期間・方法 

○ 調査期間：平成２８年１１月１５日～平成２８年１２月１５日 

○ 調査内容：巻末のアンケート調査票を参照願います。 

○ 調査方法：商工会会員の小規模事業者に調査票を配布、記入後商工会が、郵送・FAX に

て回収した。 

○ 製造業回収結果：配布枚数 ３９枚  

        回収枚数 ２７枚 

        回収率  ６９.２% 

○ 集計・分析期間：平成２８年１２月２５日～１月３１日 

 

（３）集計やグラフについて 

• ＳＡ（選択肢から 1 項目のみ選択）、ＭＡ（複数選択）、数量（数字記入）を表す。 

• 単純集計は、不明（無回答）を含め 100%として集計した。（「不明」は、選択もしくは

記入がなかった回答の件数。） 

• MA は回答のあった合計件数を表記、構成比は回答者数に対する比率を表記したため

100%を超えている。 

• 集計表を目視で理解しやすいよう、ウェイトが高いカテゴリーを網掛けし強調した。 

• 円グラフのデータラベルの%標記は、スペースの関係で整数表記とした。 

 

【注意点】 

• 調査・集計結果の本文では、主要な数値やグラフを用いて表現し、一部は割愛した。 

• 詳細なデータは、「第４章 参考資料」にある調査票や集計表を参照のこと。 
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第２章 飲食業・サービス業調査・集計結果 

１．調査企業の概要 

（１）営業年数（数量） 

 営業年数を 10 年単位でみると、「9 年以下」と「40 年代」が各 6 件（22.2%）で最も多い。 

50 年以上が 4 件あるものの、「10 年代」も 3 件と若い企業が多く、他業種比べ比較的開業しや

すい飲食業・サービス業の特性が現れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）代表者の年齢（数量） 

代表者の年齢を 10 年単位でみると、「70 歳以上」が 10 件（37%）で最も多く、2 番目が「60

歳代」で、60 歳以上が 70.3%となり、代表者の高齢化が進んでいる。 

その一方で「40 歳以下」は 4 件（14.8％）と、若手の代表者が少ない。 

 

 

 

 

 

 

（３）役員・従業員数 

役員・事業主数は「1 人」が 22 件、「2~5 人」が 5 件。正社員数は「0 人」が 18 件と大半で、

「1 人」と「2~5 人」を合わせて 8 件となっている。また、パートは「0 人」が 13 件、「1 人」が

7 件、「2~5 人」が 5 件となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

営業年数 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 9年以下 6 22.2 24
2 10年代 3 11.1 12
3 20年代 2 7.4 8
4 30年代 4 14.8 16
5 40年代 6 22.2 24
6 50年代 1 3.7 4
7 60年代 1 3.7 4
8 70年以上 2 7.4 8

不明 2 7.4
27 100 25

0 2 4 6 8

9年以下

10年代

20年代

30年代

40年代

50年代

60年代

70年以上

不明

代表者年齢 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 49歳以下 4 14.8 14.8
2 50歳代 4 14.8 14.8
3 60歳代 9 33.3 33.3
4 70歳以上 10 37 37

不明 0 0
27 100 27

0 5 10 15

49歳以下

50歳代

60歳代

70歳以上

不明

役員又は事業主数 （ＳＡ） 正社員数 （ＳＡ） パート数 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 0人 0 0 0 1 0人 18 66.7 66.7 1 0人 13 48.1 48.1
2 1人 22 81.5 81.5 2 1人 4 14.8 14.8 2 1人 7 25.9 25.9
3 2～5人 5 18.5 18.5 3 2～5人 4 14.8 14.8 3 2～5人 5 18.5 18.5
4 6～9人 0 0 0 4 6～9人 1 3.7 3.7 4 6～9人 1 3.7 3.7
5 10人以上 0 0 0 5 10人以上 0 0 0 5 10人以上 1 3.7 3.7

不明 0 0 不明 0 0 不明 0 0
27 100 27 27 100 27 27 100 27
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これらを合計人数でみると、5 人以下が 23 件（85.1%）と、飲食業・サービス業の特性でもあ

る小規模事業者が大多数である。一方で 10 人以上の企業も 2 件ある。 

 

 

 

 

 

 

（４）売上高（ＳＡ） 

 売上高は「１千万円以下」が各 14 件（51.9%）で、「3 千万以下」を合わせると 81.5％で大半

を占め、小規模事業者が多い飲食業・サービス業の特性が現れている。 

 

 

 

 

 

 

 

２．質問に対する回答集計・分析結果 

Ｑ１ 事業所の属する業種 

業種の主な作業種別をみると、「自動車整備業」が 6 件（22.2%）で最も多く、次いで「飲食業」

が 5 件（18.5%）、「宿泊業」「洗濯・理美容・浴場」、「専門サービス業」、「技術サービス業」が各

3 件（11.1％）、「娯楽業」が２件（7.4％）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

合計従業員数 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 0人 0 0 0
2 1人 10 37 37
3 2～5人 13 48.1 48.1
4 6～9人 2 7.4 7.4
5 10人以上 2 7.4 7.4

不明 0 0
27 100 27

0 5 10 15

0人

1人

2～5人

6～9人

10人以上

不明

売上高 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 １千万円以下 14 51.9 56
2 ３千万円以下 8 29.6 32
3 ５千万円以下 0 0 0
4 １億円以下 3 11.1 12
5 ５億円以下 0 0 0
6 ５億円超 0 0 0
不明 2 7.4

27 100 25

0 5 10 15

１千万円…

３千万円…

５千万円…

１億円以下

５億円以下

５億円超

不明

Ｑ１　事業所の属する業種 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 自動車整備業 6 22.2 22.2
2 飲食業 5 18.5 18.5
3 宿泊業 3 11.1 11.1
4 洗濯・理美容・浴場 3 11.1 11.1
5 専門サービス業 3 11.1 11.1
6 技術サービス業 3 11.1 11.1
7 娯楽業 2 7.4 7.4
13 その他事業 4 14.8 14.8

27 100 27

0 2 4 6 8

自動車整…

飲食業

宿泊業

洗濯・理…

専門サー…

技術サー…

娯楽業

その他事業

役員又は事業主数
№ カテゴリ役員・事業主数正社員数 パート数

1 0人 0 18 13
2 1人 22 4 7
3 2～5人 5 4 5
4 6～9人 0 1 1
5 10人以上 0 0 1

27 100 27

0

18

13

22

4

7

5

4

5

0

1

1

0

0

1

0 5 10 15 20 25 30

役員・事業主数

正社員数

パート数

役員・従業員数の状況
0人 1人 2～5人 6～9人 10人以上
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Ｑ２ 後継者の有無について 

後継者に関する質問で、「後継者がいる（親族）」は 9 件

（33.3%）で最も多く、現経営者の年齢にもよるが、「後継者

なし」は 18 件（66.7%）となっている。 

 

 

 

 

 

 「後継者あり」の事業承継予定時期は「特に決めていない」が 6 件（22.2％）と最も多く、「3

年以内」、「5 年以内」が各 1 件（3.7％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

事業継承を決めるうえでの課題は、「特にない」が 5 件、「わからない」が 2 件と、あまり理解

が進んでいない。「相続税等」との回答が 1 件あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「後継者なし」の承継の見通しについては、「事業承継者を探す」及び「事業売却（M&A

等）を検討」が各 1 件ある。その一方で、「事業廃業」が 8 件あり、「特に決めていない」は 9 件

となっている。 

 

 

 

 

 

 

＊後継者あり、事業承継時期 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 １年以内 0 0 0
2 ３年以内 1 3.7 12.5
3 ５年以内 1 3.7 12.5
4 特に決めてない 6 22.2 75
不明 19 70.4

27 100 8

0 5 10 15 20

１年以内

３年以内

５年以内

特に決めてない

不明

＊事業承継を進めるうえでの課題 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 親族問題 0 0 0
2 相続税等 1 3.7 12.5
3 後継者教育 0 0 0
4 関係者理解 0 0 0
5 わからない 2 7.4 25
6 特にない 5 18.5 62.5
不明 19 70.4

27 100 8

0 5 10 15 20

親族問題

相続税等

後継者教育

関係者理解

わからない

特にない

不明

＊後継者なし、事業承継方法 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 事業承継者を探す 1 3.7 6.3
2 事業売却（Ｍ＆Ａ等）を検討 1 3.7 6.3
3 事業廃業 8 29.6 50
4 特に決めてない 9 33.3 56.3
不明 11 40.7

27 100 16

0 5 10 15

事業承継…

事業売却…

事業廃業

特に決めて…

不明

Ｑ２　後継者の状況 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 後継者がいる（親族） 9 33.3 33.3
2 後継者がいる（親族以外） 0 0 0
3 後継者なし 18 66.7 66.7
不明 0 0

27 100 27
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増加
11%

不変
30%減少

48%

不明
11%

売上の傾向

Ｑ３今期の業績見通し（ＳＡ） 

（１）売上金額 

前期と比較した売上金額が「増加」は 3 件（11.1%）で、「減少」

の 13 件（48.1%）の 1/4 以下に留まった。 

 

 

 

 

 

（２）売上の増減状況 

前期と比較した売上（加工）金額の増減割合を聞いたところ、「約１割増加」「約２割増加」「約

3 割増加」が各 1 件であった。逆に「減少」の方が多く、「約 1 割減少」が 6 件、「約 3 割減少」

「2 倍以上減少」が各 2 件、「約 2 割減少」と回答した企業が 1 件あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（３）売上単価等の状況 

業績を左右する単価や数量等 7 項目を、「増加」、「不変」、「減少」から択一で質問した。どの業

況項目も「不変」が半数程度あるがこれを除き、「増加」と「減少」をグラフにした。 

売上単価及び売上数量とも「減少」が「増加」を大きく上回っている。一方で、仕入単価は「増

加」が「減少」を上回り、採算・業況が悪化している。「採算」、「業況」、「資金繰り」、「来期業況」

とも「減少」が「増加」を大きく上回り、経営環境の厳しさを表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上（加工）の増減状況 

     ＜減少＞                    ＜増加＞ 

業況項目増減一覧 

    ＜減少＞                ＜増加＞ 

イ　売上（収入）金額 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 増加 3 11.1 12.5
2 不変 8 29.6 33.3
3 減少 13 48.1 54.2
不明 3 11.1

27 100 24

6

1

2

2

16

0510152025

1

1

1

0

24

0 5 10 15 20 25

約１割

約２割

約３割

２倍以上

不明

9

13

6

12

3

8

5

7

051015

1

3

11

3

3

3

2

1

0 5 10 15

売上単価

売上数量

仕入単価

採算

従業員

業況

資金繰り

来期業況
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63%

不明
11%

設備投資の動向
Ｑ４ 昨年の設備投資動向（ＳＡ） 

 設備投資を「実施」した企業は 7 件（25.9%）で、「実施して

いない」企業を下回った。  

 

 

 

 

 

また、実施した設備投資内容は、「付帯設備」が 3 件と最も多く、次が「車両運搬具」２件「土

地」「工場建物」「生産設備」各 1 件となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ５ 経営上の気になる点（ＭＡ） 

「売上の減少」が 11 件（40.7％）で最も多く、次は「経費増加」が 7 件（25.9％）で、収益に

関する項目が 2/3 を占めている。また、「資金繰り」、「税金」が各 5 件の他、「赤字体質」、「後継

者問題」、「地域活性」等の項目が 4～3 件あった。その他には「老齢による」の記載があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ４　昨年新規の設備投資 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 実施した 7 25.9 29.2
2 実施していない 17 63 70.8
不明 3 11.1

27 100 24

＊（実施した）昨年新規の設備投資 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 土地 1 3.7 14.3
2 工場建物 1 3.7 14.3
3 生産設備 1 3.7 14.3
4 車両運搬具 2 7.4 28.6
5 付帯設備 3 11.1 42.9
6 ＯＡ機器 0 0 0
7 福利厚生施設 0 0 0
8 その他 1 3.7 14.3
不明 20 74.1

27 100 7

0 5 10 15 20

土地

工場建物

生産設備

車両運搬具

付帯設備

ＯＡ機器

福利厚生施設

その他

不明

Ｑ５　経営上の問題点 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 売上の減少 11 40.7 50
2 経費増加 7 25.9 31.8
3 資金繰り 5 18.5 22.7
4 税金 5 18.5 22.7
5 赤字体質 4 14.8 18.2
6 後継者問題 3 11.1 13.6
7 地域活性化 3 11.1 13.6
8 技術やノウハウ 2 7.4 9.1
9 社員教育 2 7.4 9.1
10 衛生及び環境問題 1 3.7 4.5
11 経営分析 1 3.7 4.5
12 会計 0 0 0
13 労務問題 0 0 0
14 情報 0 0 0
15 事業計画 0 0 0
16 新事業展開 0 0 0
17 法律問題 0 0 0
18 ６次産業 0 0 0
19 事業連携 0 0 0
20 特許等（知的財産） 0 0 0
21 その他 1 3.7 4.5
不明 5 18.5

27 100 22

0 2 4 6 8 10 12
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Ｑ６ 商工会に望む支援（ＭＡ） 

 「補助金支援」が 7 件で最も多く、次いで「金融支援」と「新事業展開支援」が各 3 件で続い

ている。「赤字体質改善」「税金相談」などがみられた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ７ 直面している経営上の問題点 

 直面している経営上の問題点は、「景気や需要の低迷」が 9 件と最も多く、「顧客ニーズの変化

への対応」8 件、「顧客単価の低下・上昇難」7 件、「設備の不足・老朽化」5 件と続いている。 

その他には「介護報酬の減少」の記載があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ６　商工会に支援を望む項目 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 補助金支援 7 25.9 50
2 金融支援 3 11.1 21.4
3 新事業展開支援 3 11.1 21.4
4 赤字体質改善 2 7.4 14.3
5 税金相談 2 7.4 14.3
6 記帳支援 2 7.4 14.3
7 情報化支援 2 7.4 14.3
8 事業承継支援 2 7.4 14.3
9 経営分析支援 2 7.4 14.3
10 販路開拓支援 1 3.7 7.1
11 労務支援 1 3.7 7.1
12 環境対策支援 1 3.7 7.1
13 ６次産業化支援 1 3.7 7.1
14 衛生支援 0 0 0
15 技術向上支援 0 0 0
16 事業計画策定支援 0 0 0
17 事業連携支援 0 0 0
18 特許等申請支援 0 0 0
19 その他 0 0 0
不明 13 48.1

27 100 14

0 2 4 6 8 10 12 14

Ｑ７　経営上の問題 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%

1 景気や需要の低迷 9 33.3 42.9

2 顧客ニーズの変化への対応 8 29.6 38.1

3 顧客単価の低下・上昇難 7 25.9 33.3

4 設備の不足・老朽化 5 18.5 23.8

5 人件費の増加 3 11.1 14.3

6 熟練技術者の確保難 3 11.1 14.3

7 従業員の確保難 2 7.4 9.5

8 新規参入業者の増加 1 3.7 4.8

9 売上原価の上昇 1 3.7 4.8

10 売上原価・人件費以外の経費増加 1 3.7 4.8

11 取引条件の悪化 1 3.7 4.8

12 事業資金の借入難 1 3.7 4.8

13 競合企業による競争の悪化 0 0 0

14 設備の過剰投資 0 0 0

15 商品や原材料の不足 0 0 0

16 金利負担の増加 0 0 0

17 その他 1 3.7 4.8

不明 6 22.2

27 100 21

0 2 4 6 8 10
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Ｑ８ 今後の経営方針 

「現状を維持しながら効率化を図る」が 14 件で最も多く、「既存顧客のリピート率や数量を増

加させる」8 件と続いている。3 番目には「将来的には廃業も考えている」が 7 件あり、「経費を

徹底的に見直し削減努力をする」「経営を縮小し採算合わせていく」が各々3 件と経営の厳しさを

感じさせる回答も目立った。その他には「設備投資」の記載があった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ８　今後の方針 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%

1
現状を維持しながら効率化を

図る
14 51.9 58.3

2
既存顧客のリピート率や数量

を増加させる
8 29.6 33.3

3 将来的には廃業も考えている 7 25.9 29.2

4
既存事業で新商品や新サー

ビ゛スへの展開を図る
5 18.5 20.8

5
経費を徹底的に見直し削減努

力をする
3 11.1 12.5

6
経営を縮小し採算を合わせて

いく
3 11.1 12.5

7
既存事業とは全く異なる異業

種に参入する
2 7.4 8.3

8
既存事業で新市場（新たな販

売先や顧客）への進出を図る
0 0 0

9
既存事業の関連事業への進

出を図る
0 0 0

10 その他 1 3.7 4.2

不明 3 11.1

27 100 24

0 5 10 15
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Ｑ９ 今後の経営方針達成に必要な取組等 

前問に関連し、経営方針の達成に必要な取組を選択してもらった。 

「現状を把握し、将来への展望や効率化を分析するための自社経営分析」が 7 件で最も多い。 

次いで、「スキルを向上するための勉強会やセミナーへの参加」と、「将来を見据えた(縮小や廃業

のための)経営計画書策定」が各 4 件で、「資金繰り計画や新たな金融支援」が 3 件、「販路開拓に

つなげるための補助金活用計画書の策定」が 2 件、「将来を見据えた(業績ＵＰのための)経営計画

書策定」、「従業員の確保と人材育成強化」が、各 1 件となっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１０ 商工会への意見や要望 

１件の記載があった。 

・私は３０代で女性の代表です。社長として母として妻としての責任を担いながら仕事をこな

していくことに少々疲れを感じています。スタッフの人間関係のことで悩むことも多々あり

ます。経営の資金繰りも不安です。そんなとき若手経営者、女性社長 etc・・・の意見交換、

兼親睦会のようなものがあればいいなと思います。そこに参加して「あー悩んでいるのは私

だけではないんだ」とか、「みんな苦労しながらがんばっているんだ」など共感できると、

気持も少し前向きになって、やる気も出ると思うんです。商工会のみなさんに是非お願いし

たいです。 

 

 

Ｑ９　Ｑ８の優先項目達成に必要な項目 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%

1
現状を把握し、将来への展望や効率化を

分析するための自社経営分析 7 25.9 41.2

2
スキル（知識や技術、情報等）を向上する

ための勉強会やセミナーへの参加
4 14.8 23.5

3
将来を見据えた（縮小や廃業のための）経

営計画書策定 4 14.8 23.5

4
資金繰り計画や新たな金融支

援
3 11.1 17.6

5
販路開拓につなげるための補

助金活用計画書の策定
2 7.4 11.8

6
将来を見据えた（業績ＵＰのた

めの）経営計画書策定
1 3.7 5.9

7 従業員の確保と人材育成強化 1 3.7 5.9

8
自社知名度向上につなげるＩＴスキル習得を含

めたホームページ開設又はリニューアル 0 0 0

9
国や県の認定による自己革新計画（経営

革新等計画）の策定 0 0 0

10 その他 0 0 0

不明 10 37

27 100 17

0 2 4 6 8 10 12
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第３章 調査結果のまとめ 

 今回実施した地域の経済動向調査の結果判明した、徳地地域における飲食業・サービス業の概

要及び経営状況、経営課題と方向性は、以下のとおりである。 

調査企業の概要 • 9 年以下の若い企業が多く、比較的開業しやすい飲食業・サービス

業の特性が現れている。 

• 代表者の年齢は、「70 歳以上」が 10 件で最も多く、「60 歳代以上」を

合わせると 70.3％となり高齢化が進んでいる。 

• 従業員 5人以下、売上が 3千万円以下の小規模事業者が 80％以上で、

小規模事業者が多い飲食業・サービス業の特性が現れている。 

主たる業種等 • 「自動車整備事業」が 6件、「飲食業」5 件、「宿泊業」・「洗濯・理美容・

浴場」・「専門サービス業」・「技術サービス業」等が 3件。 

後継者問題 • 後継者「いる」9 件に対し、「なし」が 18 件（66%）と倍。 

• 後継者「なし」の対応は、「事業廃業」が 8 件で最も多い。 

今期の業績見通し • 前期より売上増加企業は 3 件で、減少企業 13 件の 1/4 以下。 

• 売上増減状況をみると、減少は「約 1 割」が 6 件、「約 3 割」と「2

倍以上」が各２件あったのに対して、増加は「約 1 割」と「約 2 割」、

「約 3 割」が各 1 件ずつと少ない。 

• 売上単価及び売上数量とも「減少」が「増加」を大きく上り、仕入単

価は「増加」が「減少」を上回り、採算・業況が悪化している。 

• 「採算」、「業況」、「資金繰り」、「来期業況」とも「減少」が「増加」

を大きく上回り、経営環境の厳しさを表している。 

設備投資状況 • 設備投資実施企業は 7 件で、実施していない企業の 17 件の半分以下。 

• 設備投資内容は「付帯設備」3 件、「車両運搬具」2 件、「土地」、「工

場建物」、「生産設備」が各 1 件。 

経営上気になる点 ・「売上の減少」11 件、「経費増加」7 件、「資金繰り」、「税金」各 5 件、

「赤字体質」4 件と、収益・財務上の気になることが多い。 

商工会に望む支援 • 「補助金支援」が 7 件と最も多く、「金融支援」や「新事業展開支援」

が各 3 件で続いている。 

経営上の問題 • 「景気や需要の低迷」9 件、「顧客ニーズの変化への対応」8 件、「顧

客単価の低下・上昇難」7 件と、営業面での問題が上位となっている。 

今後の経営方針 • 「現状を維持しながら効率化を図る」が 14 件で過半数となっている。 

• 一方で「将来的には廃業も考えている」が 7 件となっている。 

今後の経営方針達

成に必要な取組等 

「将来への展望や効率化を分析するための自社経営分析」7 件、「勉強会や

セミナーへの参加」4 件、「将来を見据えた経営計画書」4 件と学習・分析・

計画書と、スキルアップや計画立案に関しての取組が上位となった。 



 12 

第４章 参考資料 

（１）アンケート調査票【飲食業・サービス業】 

                                                                                                                                

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 16 

（２）単純集計表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業年数 （ＳＡ） 代表者年齢 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 9年以下 6 22.2 24 1 49歳以下 4 14.8 14.8
2 10年代 3 11.1 12 2 50歳代 4 14.8 14.8
3 20年代 2 7.4 8 3 60歳代 9 33.3 33.3
4 30年代 4 14.8 16 4 70歳以上 10 37 37
5 40年代 6 22.2 24 不明 0 0
6 50年代 1 3.7 4 27 100 27
7 60年代 1 3.7 4
8 70年以上 2 7.4 8

不明 2 7.4
27 100 25

役員又は事業主数 （ＳＡ） 正社員数 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 0人 0 0 0 1 0人 18 66.7 66.7
2 1人 22 81.5 81.5 2 1人 4 14.8 14.8
3 2～5人 5 18.5 18.5 3 2～5人 4 14.8 14.8
4 6～9人 0 0 0 4 6～9人 1 3.7 3.7
5 10人以上 0 0 0 5 10人以上 0 0 0

不明 0 0 不明 0 0
27 100 27 27 100 27

パート数 （ＳＡ） 合計従業員数 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 0人 13 48.1 48.1 1 0人 0 0 0
2 1人 7 25.9 25.9 2 1人 10 37 37
3 2～5人 5 18.5 18.5 3 2～5人 13 48.1 48.1
4 6～9人 1 3.7 3.7 4 6～9人 2 7.4 7.4
5 10人以上 1 3.7 3.7 5 10人以上 2 7.4 7.4

不明 0 0 不明 0 0
27 100 27 27 100 27

売上高 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 １千万円以下 14 51.9 56
2 ３千万円以下 8 29.6 32
3 ５千万円以下 0 0 0
4 １億円以下 3 11.1 12
5 ５億円以下 0 0 0
6 ５億円超 0 0 0
不明 2 7.4

27 100 25

Ｑ１　事業所の属する業種 （ＭＡ） Ｑ２　後継者の状況 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 宿泊業 3 11.1 11.1 1 後継者がいる（親族） 9 33.3 33.3
2 飲食業 5 18.5 18.5 2 後継者がいる（親族以外） 0 0 0
3 洗濯・理美容・浴場 3 11.1 11.1 3 後継者なし 18 66.7 66.7
4 娯楽業 2 7.4 7.4 不明 0 0
5 その他生活関連サービス 0 0 0 27 100 27
6 専門サービス業 3 11.1 11.1
7 技術サービス業 3 11.1 11.1 ＊後継者あり、事業承継時期 （ＳＡ）
8 広告業 0 0 0 № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
9 駐車場業 0 0 0 1 １年以内 0 0 0
10 自動車整備業 6 22.2 22.2 2 ３年以内 1 3.7 12.5
11 機械・家具等修理業 0 0 0 3 ５年以内 1 3.7 12.5
12 廃棄物処理業 0 0 0 4 特に決めてない 6 22.2 75
13 その他事業 4 14.8 14.8 不明 19 70.4
不明 0 0 27 100 8

27 100 27
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＊事業承継を進めるうえでの課題 （ＭＡ） ＊後継者なし、事業承継方法 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 親族問題 0 0 0 1 事業承継者を探す 1 3.7 6.3
2 相続税等 1 3.7 12.5 2 事業売却（Ｍ＆Ａ等）を検討 1 3.7 6.3
3 後継者教育 0 0 0 3 事業廃業 8 29.6 50
4 関係者理解 0 0 0 4 特に決めてない 9 33.3 56.3
5 わからない 2 7.4 25 不明 11 40.7
6 特にない 5 18.5 62.5 27 100 16
不明 19 70.4

27 100 8

イ　売上（収入）金額 （ＳＡ） ＊売上（収入）増加 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 増加 3 11.1 12.5 1 約１割増加 1 3.7 33.3
2 不変 8 29.6 33.3 2 約２割増加 1 3.7 33.3
3 減少 13 48.1 54.2 3 約３割増加 1 3.7 33.3
不明 3 11.1 4 ２倍以上伸びた 0 0 0

27 100 24 不明 24 88.9
27 100 3

＊売上（収入）減少 （ＳＡ） ロ　売上（顧客単価） （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 約１割減少 6 22.2 54.5 1 増加 1 3.7 4.2
2 約２割減少 1 3.7 9.1 2 不変 14 51.9 58.3
3 約３割減少 2 7.4 18.2 3 減少 9 33.3 37.5
4 半分以下に減少 2 7.4 18.2 不明 3 11.1
不明 16 59.3 27 100 24

27 100 11

ハ　売上（顧客数量） （ＳＡ） ニ　仕入単価（売上原価） （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 増加 3 11.1 12.5 1 増加 11 40.7 47.8
2 不変 8 29.6 33.3 2 不変 6 22.2 26.1
3 減少 13 48.1 54.2 3 減少 6 22.2 26.1
不明 3 11.1 不明 4 14.8

27 100 24 27 100 23

ホ　採算（経常利益　個人の場合青色控除前） （ＳＡ） ヘ　従業員数（臨時＆パート含む）数 （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 増加 3 11.1 12.5 1 増加 3 11.1 13
2 不変 9 33.3 37.5 2 不変 17 63 73.9
3 減少 12 44.4 50 3 減少 3 11.1 13
不明 3 11.1 不明 4 14.8

27 100 24 27 100 23

ト　業況（自社） （ＳＡ） チ　資金繰り （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 良い 3 11.1 13 1 好転 2 7.4 9.5
2 普通 12 44.4 52.2 2 不変 14 51.9 66.7
3 悪い 8 29.6 34.8 3 悪化 5 18.5 23.8
不明 4 14.8 不明 6 22.2

27 100 23 27 100 21

リ　来期見通し （ＳＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 好転 1 3.7 4.3
2 不変 15 55.6 65.2
3 悪化 7 25.9 30.4
不明 4 14.8

27 100 23
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Ｑ４　昨年新規の設備投資 （ＳＡ） ＊（実施した）昨年新規の設備投資 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 実施した 7 25.9 29.2 1 土地 1 3.7 14.3
2 実施していない 17 63 70.8 2 工場建物 1 3.7 14.3
不明 3 11.1 3 生産設備 1 3.7 14.3

27 100 24 4 車両運搬具 2 7.4 28.6
5 付帯設備 3 11.1 42.9
6 ＯＡ機器 0 0 0
7 福利厚生施設 0 0 0
8 その他 1 3.7 14.3
不明 20 74.1

27 100 7

Ｑ５　経営上の問題点 （ＭＡ） Ｑ６　商工会に支援を望む項目 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%
1 売上の減少 11 40.7 50 1 補助金支援 7 25.9 50
2 経費増加 7 25.9 31.8 2 金融支援 3 11.1 21.4
3 資金繰り 5 18.5 22.7 3 新事業展開支援 3 11.1 21.4
4 税金 5 18.5 22.7 4 赤字体質改善 2 7.4 14.3
5 赤字体質 4 14.8 18.2 5 税金相談 2 7.4 14.3
6 後継者問題 3 11.1 13.6 6 記帳支援 2 7.4 14.3
7 地域活性化 3 11.1 13.6 7 情報化支援 2 7.4 14.3
8 技術やノウハウ 2 7.4 9.1 8 事業承継支援 2 7.4 14.3
9 社員教育 2 7.4 9.1 9 経営分析支援 2 7.4 14.3
10 衛生及び環境問題 1 3.7 4.5 10 販路開拓支援 1 3.7 7.1
11 経営分析 1 3.7 4.5 11 労務支援 1 3.7 7.1
12 会計 0 0 0 12 環境対策支援 1 3.7 7.1
13 労務問題 0 0 0 13 ６次産業化支援 1 3.7 7.1
14 情報 0 0 0 14 衛生支援 0 0 0
15 事業計画 0 0 0 15 技術向上支援 0 0 0
16 新事業展開 0 0 0 16 事業計画策定支援 0 0 0
17 法律問題 0 0 0 17 事業連携支援 0 0 0
18 ６次産業 0 0 0 18 特許等申請支援 0 0 0
19 事業連携 0 0 0 19 その他 0 0 0
20 特許等（知的財産） 0 0 0 不明 13 48.1
21 その他 1 3.7 4.5 27 100 14
不明 5 18.5

27 100 22



 19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ７　経営上の問題 （ＭＡ） Ｑ８　今後の方針 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)% № カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%

1 景気や需要の低迷 9 33.3 42.9 1
現状を維持しながら効率化を

図る
14 51.9 58.3

2
顧客ニーズの変化への対
応

8 29.6 38.1 2
既存顧客のリピート率や数量

を増加させる
8 29.6 33.3

3 顧客単価の低下・上昇難 7 25.9 33.3 3 将来的には廃業も考えている 7 25.9 29.2

4 設備の不足・老朽化 5 18.5 23.8 4
既存事業で新商品や新サー

ビ゛スへの展開を図る
5 18.5 20.8

5 人件費の増加 3 11.1 14.3 5
経費を徹底的に見直し削減努

力をする
3 11.1 12.5

6 熟練技術者の確保難 3 11.1 14.3 6
経営を縮小し採算を合わせて

いく
3 11.1 12.5

7 従業員の確保難 2 7.4 9.5 7
既存事業とは全く異なる異業

種に参入する
2 7.4 8.3

8 新規参入業者の増加 1 3.7 4.8 8
既存事業で新市場（新たな販

売先や顧客）への進出を図る
0 0 0

9 売上原価の上昇 1 3.7 4.8 9
既存事業の関連事業への進

出を図る
0 0 0

10
売上原価・人件費以外の
経費増加

1 3.7 4.8 10 その他 1 3.7 4.2

11 取引条件の悪化 1 3.7 4.8 不明 3 11.1

12 事業資金の借入難 1 3.7 4.8 27 100 24

13
競合企業による競争の悪
化

0 0 0

14 設備の過剰投資 0 0 0

15 商品や原材料の不足 0 0 0

16 金利負担の増加 0 0 0

17 その他 1 3.7 4.8

不明 6 22.2

27 100 21

Ｑ９　Ｑ８の優先項目達成に必要な項目 （ＭＡ）
№ カテゴリ 件数 (全体)% (除不)%

1
現状を把握し、将来への展望や効率化を

分析するための自社経営分析 7 25.9 41.2

2
スキル（知識や技術、情報等）を向上する

ための勉強会やセミナーへの参加
4 14.8 23.5

3
将来を見据えた（縮小や廃業のための）経

営計画書策定 4 14.8 23.5

4
資金繰り計画や新たな金融支

援
3 11.1 17.6

5
販路開拓につなげるための補

助金活用計画書の策定
2 7.4 11.8

6
将来を見据えた（業績ＵＰのた

めの）経営計画書策定
1 3.7 5.9

7 従業員の確保と人材育成強化 1 3.7 5.9

8
自社知名度向上につなげるＩＴスキル習得を含

めたホームページ開設又はリニューアル 0 0 0

9
国や県の認定による自己革新計画（経営

革新等計画）の策定 0 0 0

10 その他 0 0 0

不明 10 37

27 100 17


